
令和５年度

補助金取組事業者アンケート結果

静岡県経済産業部商工業局商工振興課

アンケート対象事業
・令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ補助金
・令和４年度中小企業デジタル化・業態転換等促進事業費補助金
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 事業概要

区 分
令和２年度中小企業等危機克服

チャレンジ補助金
令和４年度中小企業デジタル化・

業態転換等促進事業費補助金

対象者 中小企業・小規模事業者 中小企業者・小規模事業者

対象事業
「非接触」「遠隔」を実現する新た
なビジネスモデルへの挑戦や、デジ
タル化などの取組

デジタル技術を活用して業態転換や
新サービス展開を行う取組

補助率 ２／３ ２／３

補助上限 200万円
１次募集：200万円
２次募集：300万円

採択件数 591件 155件
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当初の計画通り
進めることができた 

   5.7％

概ね計画通り
進めることが
できた

41.7％

遅れや計画の
修正はあるが、
進めることが
できた

 38.7％

あまり進めること
ができなかった

  9.3％

一部しか進めること

ができなかった       
   4.7％

大幅に増加した

   7.0％

やや増加した

  60.0％

変わりない        
22.3％

やや減少した

   8.0％

大幅に減少した       
   2.7％

拡大していく
予定である

 41.0％

現在の規模で
継続していく
予定である

  30.0％

事業効果を

見ながら検討        
24.7％

縮小させる予定である   
  4.3％

 アンケート結果

  補助事業の効果 令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ補助金

45％以上が
取組は計画通り「進められた」と回答

 

 47.4％の事業者が計画通りに進めら
れたと回答がありました。計画の遅れや
修正を含めると、86.1％の事業者が取
組を進められています。

 

60％以上が「売上増加」と回答
 

 取組を実施した事業者の67.0％が
「売上が増加した」としており、「売上
が減少した」とする事業者は10.7％に
留まりました。

40％以上が
「今後も拡大していく予定」と回答

 

 41.0％の事業者が今後も取組を拡大
していく予定であり、30.0％の事業者
が今後も現在の規模で継続していく予定
としています。

図2-1 取組において計画を達成した事業者の割合 図2-3 今後の取組事業規模の見込別割合図2-2 取組実施後の売上増減の割合

取組は
計画通り

進められたか
N =300

取組実施後の
売上増減に

ついて
N =300

この取組を
今後拡大・継続

していくか
N =300

※端数(小数点第２位以下)を四捨五入しているため為、合計は100%とならない



3 アンケート結果

  補助事業の効果 令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ補助金

 Q 取組を通じて、効果があったと思うもの(複数回答可)(Ｎ＝300)

図3-1 取組を通じて効果があったと思う項目別割合
※複数回答可能な為、合計は100%とならない

○その他(自由記載)
 

・企業のブランディング
 

・B to Cの売上が上がったことによる、利益率の確保 など

表3-1 主な取組の効果別の売上増減割合

図3-1により、取組の効果は、「収益確保」や「新たな顧客
の開拓」に留まらず、「経営ビジョンの再構築」、「新たな
知見の蓄積」など多岐にわたる

 

 「新たな顧客の開拓」及び「コロナ禍の収益確保」は、そ
れぞれ全体の60％、40％以上あり、「新たな知見の蓄積」及
び「経営ビジョンの再構築」についても、全体の約1/3の事
業者が効果があったとしており、取組事業の効果が多岐にわ
たることが分かります。
 また、「自身／社員のモチベーション向上」にも一定の効
果があり、表5-1により、「売上増」と相互に影響している
ことが確認できます。

64.3%

44.0%

37.3%

31.7%

22.3%

20.7%

12.0%

5.3%

5.0%

3.3%

1.0%

新たな顧客の開拓

コロナ禍での収益確保

新たな知見の蓄積

経営ビジョンの再構築

自身のモチベーション向上

社員のモチベーション向上

テレワーク等、新たな働き方の推進

新たな人材の確保

社員の離職防止

その他

効果があったと思うものはない

主な取組の効果 売上増 変わりはない 売上減

新たな顧客の開拓 75.6% 18.7% 5.7%

コロナ禍での収益確保 81.1% 15.2% 3.8%

新たな知見の蓄積 64.3% 25.9% 9.8%

経営ビジョンの再構築 67.4% 18.9% 13.7%

自身のモチベーション向上 59.7% 23.9% 16.4%

社員のモチベーション向上 72.6% 19.4% 8.1%



 アンケート結果 4

令和２年度中小企業等危機克服チャレンジ補助金

Q 今後、新たなサービス展開等を行う場合に課題
   となる事項(複数回答可)(Ｎ＝300)

※複数回答可能な為、合計は100%とならない

図4-1 今後、新サービス展開等を行う場合に課題となる事項の割合

Q 円安等を背景にした物価高騰に伴う影響
   (複数回答可)(Ｎ＝300)

※複数回答可能な為、合計は100%とならない

図4-2 円安等を背景にした物価高騰に伴う影響別の割合

事業者の約半数が、初期投資等に要する資金調達、人材の確保、マーケティングが課題と回答
 

 56.3％の事業者が資金調達に課題があると回答し、さらに、約半数の事業者が人材・マーケティングの課題を抱えていること
から、新サービス展開等の十分な計画や機会があっても、資金・人材不足等により事業の実施に踏み込めないことが分かります。
したがって、資金面での補助のみではなく、人材の確保／育成、マーケティングの伴走支援も行う必要があると言えます。
 また、55.7％の事業者は物価高騰による経費増加分の価格転嫁が困難であり、83.7％の事業者の利益が減少しています。

  今後の課題

56.3%

54.3%

51.0%

44.3%

27.3%

0.7%

2.0%

初期投資費用等の資金調達

人材確保

マーケティング

人材育成

知見の習得

現時点で課題は無い

その他

83.7%

55.7%

35.0%

35.0%

3.7%

1.3%

各種経費の増加による利益減少

経費増加分の価格転嫁が困難

価格転嫁（販売価格引上げ）による

顧客離れ・買い控え

賃金引き上げによる経営圧迫

（賃上げ圧力の高まり）

現時点で影響は無い

その他



5 アンケート結果

  補助事業の効果 令和４年度中小企業等デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

この取組を
今後拡大・継続

していくか

取組実施後の
売上増減に

ついて

取組は
計画通り

進められたか

当初の計画通り
進めることができた

7.3 %

概ね計画通り
進めることができた

43.1 %

遅れや計画の修正は
あるが、進めること
ができた

40.4 %

あまり進めることが
できなかった

8.3 %

一部しか進めることが
できなかった

0.9 %

N =109

50％以上が
取組は計画通り「進められた」と回答

 

 50.1％の事業者が計画通りに進めら
れたと回答がありました。計画の遅れや
修正を含めると、90.5％の事業者が取
組を進められています。

 

70％以上が「売上増加」と回答
 

 取組を実施した事業者の74.4％が
「売上が増加した」としており、「売上
が減少した」とする事業者は6.4％に留
まりました。

40％以上が
「今後も拡大していく予定」と回答

 

 43.1％の事業者が今後も取組を拡大
していく予定であり、36.7％の事業者
が今後も現在の規模で継続していく予定
としています。

やや減少した

5.5 %

大幅に減少した

0.9 % 大幅に増加した

8.3 %

やや増加した

66.1 %

変わりない

19.3 %
拡大していく
予定である

43.1 %

現在の規模で
継続していく
予定である

36.7 %

事業効果を
見ながら検討

19.3 %

縮小させる予定である

0.9 %

N =109 N =109

図4-1 取組において計画を達成した事業者の割合 図4-3 今後の取組事業規模の見込別割合図4-2 取組実施後の売上増減の割合

※端数(小数点第２位以下)を四捨五入しているため為、合計は100%とならない



6 アンケート結果

  補助事業の効果 令和４年度中小企業等デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

65.1%

45.0%

39.4%

37.6%

30.3%

22.9%

13.8%

9.2%

1.8%

1.8%

0.0%

新たな顧客の開拓

経営ビジョンの再構築

新たな知見の蓄積

コロナ禍での収益確保

自身のモチベーション向上

社員のモチベーション向上

テレワーク等、新たな働き方の推進

新たな人材の確保

社員の離職防止

その他

効果があったと思うものはない

 Q 取組を通じて、効果があったと思うもの(複数回答可)(Ｎ＝109)

○その他(自由記載)
 

・対外的なＰＲ、メディア露出が増えた
 

・パートナー企業の開拓にも繋がった

※複数回答可能な為、合計は100%とならない

表5-1 主な取組の効果別の売上増減割合

図5-1 取組を通じて効果があったと思う項目別割合

主な取組の効果 売上増 変わりはない 売上減

新たな顧客の開拓 78.9% 12.7% 8.5%

経営ビジョンの再構築 73.5% 20.4% 6.1%

新たな知見の蓄積 65.1% 25.6% 9.3%

コロナ禍での収益確保 87.8% 9.8% 2.4%

自身のモチベーション向上 72.7% 21.2% 6.1%

社員のモチベーション向上 60.0% 28.0% 12.0%

図5-1により、取組の効果は、「経営ビジョンの再構築」や
「新たな顧客の開拓」に留まらず、「収益増加」、「新たな
知見の蓄積」など多岐にわたる

 

 「新たな顧客の開拓」及び「経営ビジョンの再構築」は、
それぞれ全体の60％、40％以上あり、「新たな知見の蓄積」
及び「コロナ禍での収益確保」についても、全体の1/3以上
の事業者が効果があったとしており、取組事業の効果が多岐
にわたることが分かります。
 また、「自身／社員のモチベーション向上」にも一定の効
果があり、表5-1により、「売上増」と相互に影響している
ことが確認できます。



7 アンケート結果

  今後の課題 令和４年度中小企業等デジタル化・業態転換等促進事業費補助金

Q 今後、新たなサービス展開等を行う場合に課題
   となる事項(複数回答可)(Ｎ＝109)

※複数回答可能な為、合計は100%とならない

図6-1 今後、新サービス展開等を行う場合に課題となる事項の割合

78.0%

55.0%

31.2%

30.3%

1.8%

3.7%

各種経費の増加による利益減少

経費増加分の価格転嫁が困難

賃金引き上げによる経営圧迫

（賃上げ圧力の高まり）

価格転嫁（販売価格引上げ）による

顧客離れ・買い控え

現時点で影響は無い

その他

66.1%

57.8%

45.0%

45.0%

26.6%

0.0%

1.8%

初期投資費用等の資金調達

人材確保

人材育成

マーケティング

知見の習得

現時点で課題は無い

その他

Q 円安等を背景にした物価高騰に伴う影響
   (複数回答可)(Ｎ＝109)

※複数回答可能な為、合計は100%とならない

図6-2 円安等を背景にした物価高騰に伴う影響別の割合

事業者の約半数が、初期投資等に要する資金調達、人材の確保／育成が課題と回答
 

 66.1％の事業者が資金調達に課題があると回答し、さらに、約半数の事業者が人材に係る課題を抱えていることから、新サー
ビス展開等の十分な計画や機会があっても、資金・人材不足により事業の実施に踏み込めないことが分かります。したがって、資
金面での補助のみではなく、人材の確保／育成の支援も併せて行う必要があると言えます。
 また、55％の事業者は物価高騰による経費増加分の価格転嫁が困難であり、価格転嫁ができないことなどにより、78％の事業
者の利益が減少しています。


